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ハーコートの相続税改革（1）
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　本稿は1894年，イギリスの蔵相ハーコートW．Harcourtによってわこな
われた相続税改革を考察の対象とするものである。　この改革はイギリス相続
税制に古くから存在した動・不動産間の負担の不均衡を是正することによっ
て，イギリス相続税史上に長らく懸案であった問題に解決をあたえ，また同
時に，イギリス税制にはじめて累進制を導入することによって，その帝国主
義的再編への巨大な第一歩となったものである。それらの点でこの改革は，
イギリス租税史のうえで，そしてまたとくにイギリス帝国主義税制の形成過
程をみるうえで，画期的な意義をもつものであったといってよいのである。
　しかしそれにもかかわらず，このハーコートの相続税改革についての立ち
いった研究は，筆者が知るかぎり，これまでのところほとんどまったくおこ
なわれていない。おそらくイギリス相続制度の，そしてそれと関連するがさ
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らにそれ以上のイギリス相続税制度の複雑難解さが，この仮題へのアプローー
チを妨げてきた大きな要因であったと思われる。
　本稿はこうした状況をかえりみて，　この相続税改革についてやや立ちいっ
た検討を加えようとするものである。第1節では従来のイギリス相続税制の・
実態についてのべ，改革の対象とされた相続税制がいかなるものであったか
を明らかにする。第2節では19－1：／l紀末のイギリス資本主義とその財政に，改
革を必要とするいかなる事情があったかを考察する。第3節はハーコートの・
改革提案の内容と，それにたいする保守党を中心とした議会の抵抗について
の叙述にあてられる。第4節ではハーコートの改革がイギリス資本主義とそ
の財政にいかなる意義をもつものであったかを分析する。以上によって研究
史上の空裏をいききかなりとも埋めることが，本稿の意図するところである。
第1節　改革前のイギリス相続税制
　　　　　　1　1880年代中期までのイギリス相続税制
　本節の課題は，ハーコートによって改革の対象とされたイギリス相続税制
の実態を明らかにすることであるが，説明の便宜L，まず1880年代中期ごろ・
までのイギリス相続税制について述べることから始めたい。
　1880年代中期のイギリスには4種の相続税があった。Probate　Duty，　Ac－
count　Duty，　Legacy　Duty，およびSuccession　Dutyがこれである。これら
各種の相続税は，それぞれに歴史的起源を異にし，課税方式も大きく違って
いた。イギリスの相続税はけっして単一の租税ではなく，数種の租税の組合
わせからなる，きわめて複雑な一構成物であったのである。これを理解する
ためには，ある程度その歴史的経緯をもふくめて述べることが必要となる。
　プローベイト・デューティは1694年に創設された動産遺産税である。それ
が動産にだけ課税されたのは，イギリスでは動産の遺贈は遺産管理人execu－
tor　or　administratorの手を経ることが必要であり，さらに遺産管理人が法
律上の地位をうるためには遺言また｝ま遺産管理書に検認probateを受けるこ
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とが必要であって，プローベイト・デ＝一ティはこの検認を受けるにきい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）して課される税として創設され，維持されてきたという事情によっている。
不動産は移転にきいし，遺産管理人をも遺産管理書への検認をも必要としな
かったので，この二二税を免れることになったのである。当初はそれは20ポ
ンド以上の遺産にたいし一律5シリングの定額税であったが，その後ユ779年
にノースF．Northによって遺産額に応じた税額の区分が設けられ，またと
くにナポレオン戦争期にはしばしば税額の引．ヒげと区分の細傘がお、こ諏われ
（2）
た。しかし不動産が遣贈にさいして検認を必要とせず，プローベイト・デュ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ーティを免れるという事情は，1880　第1表　プローベイト・デューティの
　　　　税率（1881年）　　　　　　　　年代にいたるまで変っていない。
遺産額（；ys・・）陣 ?
　IOO　N　500
　500　N　1，000
1，000　N
2．090／
2．590／
3．0．0・o／
　1）税率は概数である。
　2）　Soward　and　Willan，　op．　cit．，　p．318．
　　　　　　　　　　　　　　（3）味した比例税になったのである。
　アカウント・デューティは1881年にグラッドストンW．E．　Gladstoneによ
り創設されたプローベイト・デュ　’一　f．　dの補完税で，その遭脱を防ぐことを
主たる目的としている。すなわち被相続人が死亡前に動産を贈与するか，あ
るいは死因贈与Donatis　mortis　causaの形式をとれば遺産管理人を必要と
せず，したがってプローベイト・デューティを賦課しえないから，死因贈与
　ユ88ユ年以後の税率は第1表のとお
りである。1815年以後，同年の印紙
税法で定められたむしろ逆進的な税
率が長らく続いたのち，それが1880
年に改められ，さらに8ユ年に改正さ
れて，本心に示すような累退制を加
（1）　Dowell，　S．，　A　History　of　Taxation　and　Taxes　in　England，　voL　3，　3．ed．，
　　1965，　pp．　125　ff．；　Buxton，　S．　and　Barnes，　G．　S．，　A　Handbook　to　the　Death
　　Duties，　1890，　pp・．4　ff・
（2）　Cf．　Soward，　A．　W．　and　Willan，　W．　E．，　The　Taxation　of　Capital，　1919，　’pp．
　　3！0－6．
（3）　Ibid。，　PP．3ユ5－7．
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および死亡前3カ月以内の贈与などを捕えて課税することにしたのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）税率はフ。ローベイト・デューティと同じである。
　レガシー・デューティは1770イ石にノースによって創設された遺産取得税で
　（5）ある。当初それは，受遺者が遺産の受領にさいして遺産管理人に提出する受
取書にたいして課される印紙税として始まった。そのため遺産管理人の関与
することのない不動産は，当然にこの遺産取得税をも免れることになったの
であるへ6その後1796年に，ピットW．Pittはこれにたいして大改革をくF．わえ
た。すなわちまず第1に，従来の受取書にたいする課税が遺産の取得自体へ
の課税に改められた。受取書にたいする課税は，受遺者と遺産管理人との協
議により受取書の授受を省略することによって，容易にこれを免れることが
できたからである。また第2に，取得遺産額のほぼ1％であった従来の税率
が改められ，遺贈者と受遣者とのあいだの親等の違いによる税率の区分がは
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）第2表　レガシ＿．デュ．．＿ティの税率（1881年）　　じめて設けられた。なお同
遺贈者の野州たいす・関係陣率
直　　　　　　系　　　　　　親
兄弟姉妹あるいはその卑属
父母の兄弟姉妹あるいはその卑属
祖父母の兄弟姉妹あるいはその卑属
そ　　　　　　の　　　　　　他
????????????
ユ）直系親はプローベイト・デューティを支払う者に
　ついてはレガシー・デューティの：支払いを免除さ
　れる。
2）　Soward　and　Willan，　op．　cit．，　p．323．
　　　　　　　（7）に1881年の小修正を加えたもので，第2表のとお』りである。
年のピットは，さらに遺産
取得税を不動産にも拡張す
ることを企て，これを議会
に提案したのであるが，地
主階級の激しい反対によっ
て実現をみるにいたらなか
った。1880年代の税率は
1815年法を基本とし，これ
（4）　CL　Buxton　and　Barnes，　op．　cit．，　pp　U－13；　Soward　and　Willan，　op．　cit．，
　　pp．　52－3　．
（6）レガシー・デューティについてはBuxton　and　Barnes，　oP・cit”PP・　13－19；
　　Soward　and　Willan，　op．　cit．，　pp．61－7を参照。
（6）直系親または配偶者は無税，兄弟姉妹またはその卑属は2％，父母の兄弟姉妹また
　　はその卑属は3％，それ以外の親族は4％，他入は6％。
（7）1881年の改正によって，プローベイト・デューティを：支払う直系親については，従
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　サクセション・デューティは1853年にグラッドストンによって創設された
　　　　　　　　（8）遺産取得税である。　レガシー・デューティがもっぱら動産だけにかかり，不
動産は免除されることにたいする世論の批判にこたえたもので，その主たる
課税対象は不動産である。しかしまた動産でも，これまでレガシー・デュー
ティを免れてきた相継動産settled　personaltyもその課税対象とされている。
したがってこれによって，動産であるか：不動産であるかを問わず，全ての種
類の財産がレガシー・デューティかサクセション・デューティかのいずれか
の遺産取得税を課せられることになったわけである。税率は第2表に示した
レガシー・デューティのそれと同じであるが，ただし後者のばあいとちがいs．
プローベイト・デューティを支払う直系親にたいする課税の免除はない。
　ところで，ここで注目を要するのは，サクセション・デューティにおける．
課税標準の特殊性である。この点はハーコートの改革にも重要な関連をもつ
ので，若干説明を加えておこう。．
　プローベイト・デューティやレガシー・デューティでは，課税標準は，一
般に相続税においてそうであるように，課税財産の財産価格であった。　とこ
ろがサクセション・デューティのばあいには，それは，当該財産の「訟訴価
値」“net　annual　value”（年収益から諸負担を控除したもの）に受遺者の生
存予想年数を乗じたもの，すなわちいわゆる「生涯権life　interestの価値」
であった。したがってサクセション・デューティの課税標準額は，岡一価格
の財産でもその1’純年価値」が違えば違ってくるし，また受遺者の年齢が異
なれば異なってくる。1853年のSuccession　Duty　Actには，この「三年忌
　　来1％の税率で課税されてきたレガシー・デューティが免除されることになった。
　　プローベイト・デューティを支払う直系親は，また多くのばあいレガシー・デュー一
　　　ティの納税者でもあったので，徴税の簡略化のためプローベイト・デューティの税
　　率をほぼO．5％だけ引上げ，代りにレガシー・デュ・一一ティの支払いを免除すること
　　　にしたのである。全受遺者のおよそ％2は直系親であったので，これによる相続
　　税収入の変化はほとんどないものと予想された（Buxton　and　Barnes，　op．　cit．l
　　pp．18－9）　．
．（8）これについてはBuxton　and　Barnes，　op．　cit．，　PP．19－26；Soward　and　Willan．
　　op．　cit．，　pp．67－74を参照。
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値」を！00ポンドとしたばあいの課税標準額を受遺者の年齢別に示す別表が
附されているが，これによればイ‡1100ポンドの　「封事価値」を有する財産の・
課税標準額は，受遺者が20歳ならば！，729ポンド，35歳ならば1，575ポンド，
50歳ならば1，243ポンド，65歳ならば822ポンドというように大きく異なつ・
　　（9）ている。サクセション・デューティにおけるこうした特殊な制度は，イギリ
スの不動産承継に古くから広範におこなわれた，いわゆる「家族相継産制度」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）“fa　mily　settlement”1こその基礎をおくものである。
　「家族相継産制度」のもとでは，相続人が通常承継するのは「生涯権」だ
けである。　「生涯権」とは相続財産がもたらす年々の収益を彼の生涯をつう
じて享受する権利であって，その財産を売却したり，他の財産と交撫したり，
彼の生涯をこえる長期の賃貸契約を結ぶ権限をふくまない。すなわち彼は収
入は享受するが，その財産を自由に処分しうる権限をもたないのである。そ
の意昧で彼は「制限所有者」“limited　owner”であるにすぎない。資本主義：
の最先進圏イギリスにしてはおそろしく古風な制度であったといわなければ
ならないし，事実この制度は多くの所有者に不動産の売却を禁じることによ
って，都布の開発，工場の建設，鉄道の敷設などを妨げ，農業の改良をも困
　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）難にするように作用したとされているが，それにもかかわらず，イギリスで
は家族と土地の持続的結合が家名のためにとくに重視され，その有力な手段
として「家族相継産制度」が機能したがために，19世紀をつうじてこの制度が
　　　　　　　　　　　　　（王2）．広く維持き．れていたのである。そのうえこの制度が「制限所有者」に，彼の
（g）　Halsbury’s　Statutes　of　England，　2．ed．，　vol．9，　1949，　p．　274．一
（10）イギリスの「家族相生産制度」はわれわれには容易には理解しがたく，ここで充分
　　な説明を加えることは到底できない。以下での説明は当面必要な点に限られる。詳
　　しくはOrwin，　C．　S．　and　Whetham，　E．　H．，　History　of　British　Agriculture
　　l846－1919，　1964，　pp．69－66；　Montague，　F．　C．，　Settlement　（Palgrave’s　Dic－
　　tionary　of　Political　Economy，2．ed．，1926，　vol．3，　pp．386－7）；宮Ill奇孝次郎
　　r財産承継制度の比較法的研究』196！年，「第4編イギリス家族相早産制度」など
　　を参照。
（ll）　Orwin　and　Whetham，　op．　cit．，　pp．304　f．
（］2）　lbid．，　p．66．
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死後，妻や年少の．子供たちへの…定の収入を保証することを可能にしたこと
　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）も，その普及を助けたといわれている。「家族相三三制度」はこのような箏
情によって，とくに大土地所有を中心に6ギリスに広範にみられるにいたっ
　　　　　　　く14）ていたのであって，そのことが，サクセション・デューティの課税標準を上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）記のような特殊なものたらしめる有力な論拠となったのであった。
2　改革の試み
　1880郊代のイギリス相続税制は，略述すればほぼ以上にのべたとおりで．あ
るが，これによって，はじめにも指摘したように，イギリスの相続税がその
起源も課税方式も異なる数種の租税の組合わせからなるきわめて複雑な一構
成物であったことが，その歴史的経緯をもふくめて理解されたであろう。こ
の異常な複雑きという点にも，当時の相続税制の一つの問題点があったので
あるが，きらにそれ以上に重：大な疹1題であったのは，その負担が動産と不動
産とで著しく均衡を失していたということである。すなわちまず遺産税は，
動産にだけ課せられ，不動産にはまったくかからなかった。遣産取得税は動
産をも不動産をも課税対象としたが，　しかしそれは，動産についてほ財産価
格を標準として課せられたのにたいし，不動産のばあいには　「生涯権の価
値jを謙税標準．としていた。「生涯権の価値」は平均すればその財産価格の
　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）ほぼ2／3程度の大ききであったというから，遺産取得税の負担もまた実際には
（13）　lbid．，　p．66．
（1の1847年の「農業慣行に関するビュージー委員会」Pusey　Commi亡tee　on　Agricu1－
　　tural　Customsでの一一証言は，イングランドの土地の約％，スコットランドの土地
　　のすくなくとも％が相馬丁制度のもとにあるとのべ，さらに1856年にはSt．　Leonard
　　卿が「貴族領の9／loはおそらく相継産制度の状況にある」と指摘している（Orwin
　　and　Whetham，　op．　cit．　pp．．60，65．）。グラッドストンも1853年にヂわが国の大
　　不動産は通常，相継目settled　estatesで．あり，相続によって生じるのはそれにた
　　いする生涯権life　interestだけである」というている（Gladstone’s　Financial
　　Statements，　1863，　p．66）　．
α5）グラッドストンはサクセション・デューティの創設を提案した1853年の財政演説の
　　なかで，そのことを明言している（ibid．，　p．66）。
（！）　Soward　and　Willan，　op．　cit．，　p．　288　n．1．
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　　　　　　　　　　　　　　（2）両者に：不均衡なものであった。いずれにしろ当時のイギリス相続税は，動産
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）にくらべて不動産を著しく優遇するものであったことが分るのである。
さて，このような相続税制度が従来から批判と非難を免れえなかったのは
当然である。たとえばかのジョン・ブラ・fトJ．Bright・は，1859年7月21日
の下院での演説で，レガシー・デューティが財産価格にたいして課せられる
のにサクセション・デューティが「生涯権の価値」を標準とすることの不公
平を指摘し，「現存の相続税が満足すべき公正な基礎のうえに据えられ，各人
と各種の財産が国家の負担と必要を支えるためにその正当な割合で国家に貢
納するようになるまでは，私は自分に可能な全力をあげて所得税の永続的更
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）新に反対しなければならない」，と激しくこれを非難している。　ノーブルも
1875年の著作で，動産がその財産価格にたいして課税されるのに「地主の広
（2）1881年の改正で，プローベイト・デューティを支払う直系親についてはレガシー・
　　デューティが免除されたことは前述のとおりである。その点だけでいえば，遺産取
　　得税の負担は動産の方が軽いということになる。しかしこの改正は他方における同
　　年のプローベイト・デューティの増徴とみあっており，動産の相続税負担は実質的
　　にはそれまでとほとんど変っていない。すなわち動産と不動産との相続税負担関係
　　でいえば，プV一ベイト・デューティもレガシー・デューティもともに動産により
　　重く，不動産により軽かった1881年煎の状態が，同年の改正以後もほとんど変るこ
　　となく維持されたといってよい。ここではその点に着目し，また直系親以外の相続
　　のばあいをもふくめて両者の負担関係を統一的に理解するうえで便宜でもあること
　　を考慮して，1881年前の状態に復元して考えた。
（3）筆者はかつて別稿（「イギリス自由主義租税政策の展開凶」　r法経学会雑誌』第18
　　巻第1号）で，自由主義段階の稚税負担が地主階級にくらべて産業資本により軽か
　　つたとする主張の一根拠として，1860年代以降における所得税の地位の低下と相続
　　税の地位の上昇という直接税構造の変化の事実を指摘したことがある。しかしその
　　ばあいにはまだ，上述のような動・不動産間における相続税負担の不均衡を充分に
　　理解していなかった。もちろんイギリスの地主は，また同時に大きな動産所有者で
　　もあったから，このような相続税が当時の所得税にくらべて地主にとってより有利
　　なものであったとは必ずしもいいえない。しかしそれにしても，それが所得税にく
　　らべ，逆に産業資本により有利な負担となるものであったとも，ただちにはいいえ
　　ない。筆者の上記の主張は，むしろ地方税負担の問題を考慮にいれて，新たな根拠
　　によって展開する必要があると考えている。
（4）　Rogers，　T．　（ed．），　Speeches　on　Questions　of　Publjc　Poijcy．　by　John　Bright，
　　M．P．，　vol，2，1869，　pp，40フー8．
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大な土地が………比較的軽い負担で免れているのは，確かに大きな変則であ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）り，不正である」とのべてこれを攻撃している。さらに“Cobden　Club
Essays”のなかでレスリ．一T．　E．　C．　Leslieがのべている見解も，ほぼ同趣
　　　　　　（6）旨のものである。また遺産税についても，すでに1853年にグラッドストン
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）が，その財政演説のなかで改革の必要を認める発言をしている。　このような
批判や非難，ないしは当局者によるをの欠陥の承認にもかかわらず相続税負
担の不均衡が長く維持されてきたのは何故かという間題は，ここでの当面の
老心対象ではない。　しかしおそらく，地主階級の根強い政治勢力や，イギリ
スに特殊な財産移転制度や，　さらには増大する地方税負担についての：不動産
関係者の強い不満などに起因するものであったとみておいて誤りではないと
思う。
　そうだとすると，1870年代にはじまる「大不況」は，その点の事情をも大
きく変化させる結果となった。19世紀申葉に自由貿易制度のもとでなおその
「黄金時代」を享受しえたイギリス農業は，いまや安価な外心穀物の流入に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）直面して長期の不況に坤吟ずることになった。穀価は大幅に下落し，小麦作
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）付面積は1874年以後の20年間にほぼ1／2に減少し，地代収入も顕著な低落を示
　“o）
した。それにともなって，地主の政治的地位も当然に低下した。ホブズボー
ムE．J。　Hobsbaumは書いている，　「地主階級によって支配されていたイギ
リス社会の基礎が，大不況とともに，そして大不況のあいだにすべて崩壊し
（s）　Noble，　J．，　National　Finance，　1875，　p．106．
（6）　Leslie，　T．　EL　C．　Financial　Reform　（Cobden　Club　Essays，　2．ser．，　1872，　pp．
　　252－8）　．
（7）　「プローベイト・デューティ自体が改革を必要としていることは，諸君のいうとお
　　りである。そしてもしも政府が今年その改革を実行しうるだけの余力をもっておれ
　　ば，それをやることは満足すべきことであろう。現状では，いまはそれを延期せざ
　　るをえない。しかし将来，遠からず，それが検討されるであろうことを希望する」
　　（Gladstone’s　Financial　Statements，　p．62）　．
（8）後半第二3表参照。
（g）　Mitcheli，　B．　R．，　and　Deane，　P．，　Abstract　of　British　Historical　Statistics，　1962，
　　pp．77，　80．
（IO）後掲第14表参照。
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た。土地所有は，幾つかの例外はあるにしても，大きな富の基礎であること
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1］）をやめ，ステータス・シンボルに過ぎないものになってしまった」と。久し
く土地貴族階級の農村地域代理人であった治安判事justice　of　peaceの権
限を大幅に削除し，公選による州議会に法律上のいっさいの権能を附与した
1888年の地方自治法Local　Government　Actも，こうした地主の政治的地位
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）の低下を反映し，’またそれを加速するものにほかならなかった。
　そのうえきらに1882年に，家族相継産制度の拘東力をいちじるしく弱める
「相継産設定地法」Settled　Land　Actの通過がみられたことも重要である。
「相継産設定蜘法」は，　さきにもふれたような家族相継産制度の資本主義発
展にたいする阻害的作用と，それにたいする増大する批判のなかから生まれ
たもので，家族相継産制度のもとにある「制限所有者」に，事実上，無制隈
所有者に等しい財産処分の権限をあたえるものであった。すなわちいまや
「制限所有者は，あたかも彼が無条件所有者owner　in　fee　simpleであるか
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）のように，彼の財産を売却し，改良し，ないしは賃貸することを許された」
のである。彼に残さ1れた制限は，相継産の彼自身をふくむ全関係者のため
に，その元本を殿損しないように運用しなければならないということだけで
あった。モンタギューF．C．　Moitagueが「相継産はいまや土地とみなされ
るべきであるよりも，むしろたまたま土地に投資されてはいるが，生涯権者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）の指示により他のものに投資されうる資本とみなされるべきである」という
ゆえんである。こうして「制限所有者」が事実上，無条件所有者に等しい権
限をうるにいたったことが，不動産を相続課税上優遇することの論拠をます
ます薄弱なものにする結果となっていたのである。
　以上のような事情をかえりみれば，ユ880年代中期以降，相続税改革の気運
（ll）Hobsbaum，　E．　J．，正ndustry　and　Empire，！968，’P．170．
Q2）　Orwin　and　Whetham，　op．　cit．，　p．293．
〈13）　lbid．，　p．308．，
（14）　Montague，　F．　C．，　Entail　（Palgrave’s　Dictionary　of　Political　Economy，　2．ed．，
　　voL　1，　1925，　p．729），
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が急速に成熟するにいたったのに何の不思議もない。まず競闘を放ったのは，
1885年の蔵相チルダーズH．C．　E．　Childersであった。彼は不動産にたい
する遺産取得税の税率を大幅にひきあげ，かつそれに財産価格を標準として
課税することによって，相続税負担の従来の不均衡を一掃することを内容と
する改革案を提案した。’しかしこの案は，議会の強い反対にあって実現をみ
　　　　　　　　　（15）るにいたらなかった。ついで翌86年秋には，ランドルフ・チャーチルR．
Churchillが次年度の予算のためにきらに大胆な計画を立てつつあった。こ
れは，動・：不動産とも財産価格を標準とし，かつ受遺者の取得遺産額に応じ
て累進的に課税される相続税，．すなわち「累進的遺産取得税」“graduated
succession　duty”を創設し，これをもって既存の全相続税にかえるという画
　　　　　　　　　　（工6）期的内容のものであった。　しかしチャーチルは同年12月に蔵相の職を辞し，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17）彼の計画はついに「日の目をみない予算案」“never－opened　Budget”の一部
として終る運命となった。’
　チャーチルについで蔵相の任についたのはゴッシェンG．J．　Goschenであ
るが，彼は1888年置89年に，それぞれつぎのごとき改革を実現した。まず88
年には，サクセション・デューティの税率を直系親にたいしてはO．5％だけ，
傍系親その他にたいしては1．5％だけひきあげた。すなわち．従来の税率とあ
わせて，直系親のばあいには1．5％，その他は順次，4．5％，6．5％，7．5％，
　　　　　　　　　　　　　　　　（18）およびll．5％の税率となったの．である。また89年には“Estate　Duty”が創設
され，1万ポンド以上の財産価格をもつ相続財産にたいして，従来の相続税
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19）に加えて，1％の附加税が課されることになった。ただしここでも，不動産
（ls）　Buxton　and　Barnes，　op．　cit．，　pp．78－81，
（16）　Churchill，　W．　S．，　Lord　Randolf　Churchill，　voi．　2，　1906，　pp．192－6．
（17）　Clapham，　J．，　An　’Ecenomic　History　of　Modern　Britain，　vol．3，　p．400．
（工8）BuxtQn　and　Barnes，　oP．　cit．，　PP．27－8；Soward　and　Willan，　oP．cit．，　P．211．
（19）ゴッシェンはこれを累進制原則の承認ではないとしていることに注意されたい。す
　　なわち工万ポンド以下の財産は，所得税のもとで小所得に認められている控除と類
　　似の控除を享受するものとみなされるべきである，というのである（Rees，　J．　FF．，　A
　，　Short　Fiscar　and　Financial　History　of　England　1815－i9！8，　1921，　p．174）　e
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は動産にだいし優遇されていたことがみおとせない。すなわち動産について
は，1万ポンドをこえる遺産額が課税の対象とされたが，不動産については，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　　
ユ相続人の取得遺産額がユ万ポンドをこえるばあいにだけそれが課せられた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（20）から，それもなお実質的には両者にたいして不公平な租税であr，た。
　こうして，1880年代末期にはたしかに若干の改革が実現をみたのである
が，これらの改革はイギリス相続税制をいっそう複雑・難解にするのには役
　　　　（21）
立ったが，相続税負担の不均衡を除去することには大して貢献しなかった。
そればかりか，エステイト・デューティの新設にみられるように，そめ不均
第3表　動産と不動産との相続税負担の比較（1889年）
　　　　　　　（市場価格15千ポンドの遺産を直系親が相続する場合）
?
産 不 動 産
プローベイト・デューティ
レガシζ・デューティ
エステイト・デューティ
　合　　　　　計
　　£
3％　450
1％　一
L％　150
　　600
サクセション・デューティL5％
エステイト・デューティ　　！％
　合　　　　　計
1人
51
X3
96
ユ89
2人??
93
）））??
）
4
「動産」は相継産設定のおこなわれていない動産のばあい。
「不動産」については相続人の年齢が35歳，遺産の引墨価値が480ポンドと想定。
「1人」は相続人が1人のばあい，　「2人」は相続人が2人で均等に相続するばあ
い。
Buxton　and　Barnes，　op．　cit．，　p．64より作成。
（20）　Buxton　and　Barnes，　op．　cit．，　pp．31－2．
（2！）バクストンとバーンズは，1890年の時点でつぎのようにいっている。やや長いが，
　　当時のイギリス相続税制の状態をよく示しているので引用しておこう。
　　　　「イギリス相続税の歴史は，鋳掛けと補綴の一つの長い物語である。歴代の蔵相
　　は誰も，相続税全体に取組み，これをより公平で単純な形態に変えるべき有効な試
　　みをするのに必要な勇気も時間ももたなかった。当面の国庫の必要をみたすために
　　新税が創出されあるいは旧税が断片的に増徴された。その結果は，5種類にものぼ
　　る違った相続税が現に生じているということである。それは際限もない細別，偏
　　碕，変則をふくみ，多くの時間と忍耐強い研究をこの主題に捧げないでは誰も解き
　　明かすことを望みえない迷路を形成している」（Buxton　and　Barnes，　op．　cit．，　pp．
　　33－4）　e
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衡を部分的には拡大しさえしたのである。バクストンとバーンズの共著に
は，ゴッシェンの改革後における相続税の実質的負担を財産種類別に示す表
が収載されている。第3表はそのうち直系親に関係する部分だけを再掲した
ものであるが，これによって，動産と不動産とのあいだには依然として，あ
るいはますます拡大する負担の不均衡が存在したことが分るであろう。結
局，イギリスの相続税は，負担の顕著な不均衡を残存させたまま1890年代を
迎えることになるのである。
　以上にのべたことから，相続税の抜本的改革はいずれは果たされるべき懸
案の課題であったことがわかるであろう。　しかし何故それが1890年代におい
て不可避となるのか，　しかも単なる異種財産間の負担不均衡の是正だけでは
なく，かつ同時に，卜辞制を導入するという形での改革が不可避となるの
か。その点を知るためには，われわれはここでひとまず相続税自体について
の考察から離れ，「大不況」期以降のイギリス資本主義に生じつつあった大
きな変化と，それが惹起しつつあった巨大な財政需要をふりかえってみるこ
とが必要となる。
第2節改革の背景
　　　　　　1　経費の膨脹
　ユ870年代中期にはじまり，1890年代中期まで続く「大不況」が，資本主義
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　“）の歴史のうえで「資本主義の二つの段階をわかつ分水嶺」となったとすれ
ば，それはまた同時に，政府支出の巨大な増加を招く要因をはぐくむことに
よって，財政史の新たな段階への推移を画する画期点ともなった。政府支出
の巨大な増加をひきおこした要因は，主としてつぎの二つの事情であった。
　その第1は国際対立の激化である。自由主義段階の世界資本主義は，基本
的にはイギリスを工業国とし，他国をこれにたいして多かれ少なかれ農業国
（D　Dobb，　M．，　Studies　in　the　Development　of　Capitalism，　revised　ed．，　1963，　p．
　　300．京大近代吏研究会訳「資本主義発展の研究』豆，124ページ。
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とする国際分業関係のうえに編成きれていた。いわゆる「イギリスの平和」
“Pax　Britannica”も，根本的にはこの事実に基礎をおくものであったので
ある。　しかしこうした国際分業関係は，！870年代以降，次第に崩壊していっ
た。それは何よりもまずドイツが，後進国であるがゆえのかえって早期の株
式会社の普及や，それと関連する銀行のいわゆる産業銀行としての発展やに
助けられて，この段階に従来の綿工業に代って新たに代表的産業として登場
してくる鉄工業を中心に急速な産業的成長をとげ，それによってイギリスの
「工業独占」を強く脅かすにいたったからである。そのうえさらに，この
「大不況」が，　ドイツに1879年のビスマルク関税設定を始点とする保護関税
政策への転換を強い，それを契機とする保護貿易気運の国際的高揚をもたら
したこと，またこの保護関税政策によってその形成・確立を助成された独占
体が，国内における独占利潤を基礎に海外へのダンピング輸出を強行するに
いたったこと，一これらの事実が，国際対立をさらに激化させ，国際関係
のいっそうの緊迫をもたらす結果となったことはいうまでもない。
　またとくに注目を要するのは，この同じ独占の形成・確立がさらに国内に
おける資本の過剰を強め，それを処理するための資本輸出を活濃化きせ，そ
めことをつうじて，他国の資本を排除して有利・安全な投資をおこないうる
勢力圏ないしは植民地の獲得・拡張への動きを盛んにさせたということであ
る。従来から最大の資本輸出国であり，この「大不況」期にますます巨領の
資本輸出をおこなうにいたっていたイギリスとしても，　ドイツを中心とした
こうした動きに対抗して，自国の植民地獲得活動をいよいよ強化せざるをえ
なくなるのは当然である。ホブスンJ．A．　Hobsonの有名な計算によれば，
イギリスでもドイツでも領土の莫大な増加がはじまるのは1884年ごろから
で，以後15年間に，イギリスは300愚ないし325万平方マイルを，ドイツは
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）1，400万人の人口をもつ100万平方マイルを獲得したというが，これもまた
（2）Hobson，　J．　A．，　Imperialism，　a　Study，1961，　pp．19－20．矢内原忠雄訳『帝国
　　主義論」上，64－6S・AO・一ジ。
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こうした資本輸1±wc条件づけられながら，ないしは将来のそれを予料しつつ，
おこなわれたといってよいのである。いずれにしろ19世紀末期には，「小英
国主義」　“little　Englandism”はすでにすぎさった過去の物語でしがなかっ
た。それに代って，いまや世界の分割と再分割の時代がはじまることになる
のである。
　さて第2に「大不況」は，国内の反体制的勢力を急速に成長きせる契機と
なったという点でも重大な意義をもつものであった。この時期に失業率は，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）組織労働者のばあいにも大幅に上昇したが未組織の不熟練労働者のばあいに
はきらにはるかに高率で，ツガン・バラノウスキーによれば，1887年の調査
で対象とされたロンドンの成人労働者29，451人中，27％が失業し，とくにド
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）ック労働者は55％，造船労働者は44％であったという。未組織労働者はもと
もと賃銀が低かったというだけでなく，熟練労働者とちがって共済制度もも
たなかったから，ひとたび失業すればその多くが被救憧的貧民にでもなるよ
　　　　　　　　　　　　　　　　（5）りほかない悲惨な状態におちいった。「大不況」は誰よりもまず未組織の不
熟練労働者にもっとも深刻な影響をおよぼしたといってよいのである。
　こうして「大不況」は，イギリス労働者階級の生活不安を著しく増大させ
た。そしてこの事実を基盤として，1880年余中期のいわゆる「祉会主義の復
　　　　　　　　　　　（6）活」“revival　of　socialism”がみられることになるのである。それ以後，ジョ
ン・バーンズJ．Barns，ベン・ティレットB．　Tillet，トム・マンT．　Mann
など，主として「社会民主連盟」“the　Social　Democratic　Federation”に属
する社会主義者たちの活動がにわかに活溌になり，勇働運動にも一定の影響
　　　　　　　　　　　　　　（7）をあたえるようになるのである。1880年代末以降のイギリス労働組合揮動の
（3）労働組合員の失業率は，1860年から70年代の中ごろまでは7％を上廻った事は一度
　　もなかったが，その後の20年闘では7回この水準をこえ，とくに1879年と86年には
　　lO％を前後する高率となっている（Beveridge，　W．　E．，　Unemployment，　a　Prob．
　　lem　of　lndustry，　1930，　p．39）　o
（4）ツガン・バラノウスキー，鍵本博訳『英国恐慌史論』440ページ。
（s）　Cf．　Hobsbaum，　op．　cit．，　pp．133－5．
（6）　Beer，　M．，　A　History　of　British　Socialism，　voL　2，　1920，　p．226．
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あの重大な転換は，こうして準備されることになったのである。
　転換点を画したのは二つの大ストライキ　（1888年のロンドン・マッチ女工
のストライキおよび89年のロンドン・ドック労働者のストライキ）と，一つ
のストライキを経ずしてかちとられた勝利（89年のガス労働者の勝利）であ
った。これらの，それまで労働組合組織が存在しなかったも岡然の労働者た
ちによる勝利は，不熟練労働者たちのあいだに大きな「一般組合」“General
Union”の勃興を刺戟した。労働組合員数は1880年代のおよそ100万人から，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）90犀代始めには！50万人に，1900年には200万人へと飛躍的に増大した。
　しかし変化したのは組合員数だけではなかったことが重要である。　この新
組合はまず第1に，：不熟練労働者間における開放的，包括的な組織であり，
また第2にその活動が戦闘的，攻撃的であり，さらに第3に，労働条件の改
善に国家の規制を強く要望し，かつ社会主義思想の影響を強く受けていたと
　　　　　　　　　　　　　　　　　C　9，　）いう点で，すぐれて政治的でもあった。　これらの点でそれは，もっぱら同一
職種の熟練労働者だけから構成され，組合員相互の経済的扶助機能に重点を
おき，自助self・helpの原理を脱することのなかった「旧組合」　（クラフト・
　　　　　　　　　　　　　　（1fi）ユニオン）と良き1く違っていた。　「大不況」期の深刻な経験と新組合の組織
的特質が，必然的に，」それを戦闘．的，政治的ならしめた．といってよいであろ
（11）
う。1893郊に，明確な社会主義的綱領をもつ独立労働党the　Independent
（．7）　Cole，　G．　D．　H．，　A　Short　History　of　the　British　Working－Class　Movement
　　l789－1947，1948．林・河上・嘉治共訳「イギリス労働運動史』∬，第八章参照。
（s）　Sayers，　R．　S．，　A　History　of　EconOmic・C・hange　in，，Eh’g14nd　1880－1939，　1967，
　　pp．123－4．
（9）徳永重良rイギリス賃労働史の研究』1967年，52－54ページ。
（IO）クラフト・ユニオンについては，栗田健『イギリス労働組合史論』1963年，第1章
　　参照。
（ll）新組合の戦闘的姿勢は，たとえば一般鉄道労働者組合the　General　Railway　Work－
　　ers’Unionの「組合は戦闘的でなければならない，そしていかなる疾病または傷
　　害基金にも煩わされてはならない」というユ890年目1月工9日の組合大会決議にこれを
　　みることができるであろう　（Webb，　S．　and　B．，　The　History　of　Trade　Union－
　　ism，　revised　ed．，1926，　p．406）。またその社会主義的志向性については，コール
　　が「簡単にいえばく新組合〉は………はっきりした社会主義的な階級組織と行動の
　　　　　　　　　　　　　　　　一U5一
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Labour　Partyが結成されたことは，こうした新組合運動の当然の所産であ
った。
要するに，19世紀末のイギリス労働者は，資本主義の予定調和的発展にた
いする盲目的な信仰者ではもはやなかった。彼らは階級意識をもった，資本
主義制度に多かれ少なかれ批判的な，
　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）組織された有力な社会集団であった。
必要に応じて戦闘的行動をとりうる，
資本主義体制の安定性は，こうした状
況のもとで強く脅かされるにいたっていたといって過言ではない。
さて，以上にのべたような内外の新たな状況が，イギリス．の政府支出水準
を大幅に上昇きせる結果となるのは当然である。国際対立の激化が軍事支出
の巨額の増加を必要ならしめることはいうまでもない。国内における反体制
　・t　（13）（14）的勢力の増大も，社会政策的支出の増加を要請し，それによって経費の膨脹
を不可避にするものであった。われわれはいま第4表によって，19世紀末の
　　政策を掲げたという意味において，社会主義を意図するものであった」と指摘して
　　いる（邦訳，前掲書，11，！97ページ）。
（12）マックス・ベアの「労働者の戦いの目標はもはや賃銀ではな≦政治権力」であり・
　　　「労働者は地主階級や工業資本家たちがこれまで交互に国家政策を支配しつつなし
　　てきたことを，いまやみずからのためになそうとしていた」という評言は，この時
　　期の労働運動がもつにいたったこうした新たな性格をよく示している　（Beer，　Op．
　　cit．，　vol．　2，　pp．301－2）　．
（13）社会主義にたいする防塞としての社会政策の役割は，当時の政治指導層によって充
　　分に認識されていた。たとえば保守党の下院首領アーサー・バルフォアA・Balfour
　　の，1895年1月15日マンチェスターでの演説は，そのことを明瞭に示している。．そ
　　こではつぎのようにのべられている。
　　　　「社会立法は，私の考えでは，社会主義立法と区別されるだけでなく，それと真
　　正面から対立するものでありJそのもっとも有効な解毒剤となるものである。『もし
　　社会の総力を支配する人々が，多くのもっともな不平不満をとりのぞき，社会を適
　　仇な，より強固な基礎のうえに安定させることを望んでいることが分れば，社会主
　　義が労働者階級や他あ階級のあいだで，世論の大勢を占めたりは決してしないであ
　　ろう」　（cited　in：Halevy，　E。，　Imperialism　and　the　Rise　of　Labour，　a　History
　　of　the　English　People　in　the　Nineteenth　Century，　vol，5，　2．　ed．，　1951，　p．231
　　n．　1）　．
（14）社会政策は必ずしも労働者階級だけを対象とするものではないことに注意しなけれ
　　ばならない。上述のような状況のなかでは新・旧の中間層の政治的動揺もまた必然
　　となるのであって，社会政策は彼らをも重要な対象とせざるをえないd
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第4表　国家経費の動向　　　　　　　　（百万ポンド）
｝鞭｛・）1公債劃民政船町劃国民所馴1・／・
1868
1863
1868
1873
1878
1883
1888
1893
！898
64．8
67．8
フ5．5
74．6
82．8
85．4
86．5
98．5
117，7
28．フ
26．2
26．6
26．7
28．0
29ユ
25ユ
23．4
23．6
14．6
16，2
18ユ
20．3
24．6
28．4
30．4
32．5
38．4
20．7
26．2
26．9
23．6
28．7
26．8
29．0
33．4
44ユ
　635
　759
　836
1，149
1，059
1，153
1，259
1，339
1，618
IO．296
9．190V
9．O」uOof
6．5．0’oi
7．8％
7．4％
6．g／06
フ．4％
工Q．9％
1）　年次は翌年3月31日に終る1年。
2）　Mitchell　and　Deane，　op．　cit．，　pp．367，397－8．
種世紀間に，イギリスの国家経費が実際にいかなる動向を示したかを調べて
みることにしよう。
　第4表には，比較のために，1850～60年代の数字もあわせてかかげてあ
る。この表から，（1）経費の増加は70年代隠避以降顕著となり，とりわけ90
年代になるといっそう急テンポとなっていること，②　経費総額の対国民所
得比は70年代前半までは低下するが，それを最低点として以後90葎代初めま
ではこれを上廻る水準で推移し，その後はきらに格段の上昇を示すにいたっ
ていること，（3）経費膨膜の原因は軍事費と民政費の増加にあったこと，が分
るであろう。つまりイギリスの国家経費は，軍事費と民政費の増加により，
ユ870年代中期以降その膨脹が急速となり，1890年代にはさらにいっそう急速
になったといえるのである。そのうち軍事費の増加が，前述したようなこの
時期の国際対立の激化を反映するものであることは改めて指摘するまでもな
い。残る問題は民政費の増加が何を意味しているかということである。
　第5表はこの時期の民政費のなかでもっとも大きな増加のあった項目をぬ
きだして表示したものである。　もっとも顕著に増加したのは郵便・電信と教
育への支出であり，1873俸から98犀までのあいだに前者は7．3百万ポンド，
　　　　　　　　　　　　　　　一　l17　一
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第5表民政費の増加 （百万ポンド）
1873
1878
1883
1888
1893
1898
採血智計両論費
20，3
24．6
28．4
30．4
32．5
38．4
1藩加1・8．・
4．9
5．2
6．9
8．3
10．1
12．2
??????
7．3． 8．4
1）　年次は翌年3月3工日に終る1年。
2）　教育費はグレイト・ブリテンだけの数字である。
3）　Mitchell　and　Deane，　op．　cit．，　pp．397－8；
　　Statistical　Abstract　for　the　United　Kingdom，
　　N（）．　34，p．207，　No．49，　p．263より作成。
いことに臆しておきた隔これを除くと・増加の圧倒的部分は教育費が占
める。この時期の民政費負担の増大は，主としてこの教育費の増加によって
生じたものといってよいのである。では，この教育支出の増加が意味するも
のは何であったろうか。
　イギリスの初等教育は，19世紀中期まではもっぱら国教会派を中心として
おこなわれた任意寄附制学校Voluntary　Schoo1の手に委ねられてきた。その
後！870年にフォスターW．E．　Fosterの教育法が制定され，それにもとづい
て地方公共機関によるいわゆる委員会学校Board　Schoolの設立がみられる
ようになり，　さらに1880年には満10歳以下の児童にたいする初等教育が義務
化され，1891年には全初等教育の授業料が免除となるという過程をへて，初
等公教育の普及・拡充がおこなわれてきた。国家の教育支出の増加（地方公
共団体への教育補助金増加の形をとる）は，こうした公教育の普及・拡充過
程に対応している。そこにはもちろん，漸次あきらかとなりつつあったイギ
リスの産業的劣勢を挽回するための，労働力の質的改善による生産性向上と
後者はグレイト・ブリテン
だけで8．4百万ポンドも増
大している。郵便。電信事
業への支出の増加は，この
段階におけるいわゆる企業
国家化の進行を示すものと
みておいてよいであろう。
ただしこの項目について
は，他方でそれにほぼ見合
う収入の増加があり，財政
負担の純増とはなっていな
（15）　Mitchell　and　Deane，　op．　cit．，　pp．393－4．
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いう経済的要請があったといってよいであろうが，　しかしまた同時に，この
教育をつうじて，第2次および第3次の選挙法改正によってあらたに選挙権
を獲得するにいたった労働者階級を，体制内へ馴致し包摂するというすぐれ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）て政治的な意図が働いていたことも否定できない。　とくに1880年代末以降に
おける，すでにみたような反体制的勢力の増大という事態のなかでは，そう
した政治的配慮がますます強く作用するにいたっていたとみて誤りではある
まい。そのような意味において，この教育費の増加も，一定の社会政策的意
義をもつものであったと考えられるのである。
　いずれにせよこうして，19世紀末期におけるイギリス国家経費の急膨脹
は，「大不況」期以後イギリス資本主義が颪面するにいたbた内外の新たな
事態の当然の結果であり，その意味でまさしくこの段階に必然的なものであ
った。問題は，自由主義時代いらい引継がれてきたイギリスの税制は，この
急膨脹する経費をまかないうるだけの税収の弾力性を示しうるものであった
かどうかということである。つぎにその点を検討してみよう。
　　　　　　2　税収の非弾力性
　第6表は，ハーコートの相：続税改革に先立つ20年間のイギリス国家収入の
内訳を示したものである。ここでまず注目されるのは，間接税収入の顕著な
停滞傾向である。すなわち内国消費税収入はこの間に9．6％増加しただけで
あり，関税収入にいたってはむしろ減少している。いずれにしろ，同時期に
おける国民所得の伸び率16．5％にはるかに及ばないのである。何故このよう
なことが生じたのか。『 ｱれについてはまず，この時期におけるアルコール飲
料消費量の減退が大きく作用していることを指摘しておかなければならな
（16）第2次選挙法改正法が通過した直後ロバー1・・ロウ　R．Loweが「われわれはわ
　　れわれの主人たち（新有権者である小市民層および労働者階級）を教育しなければ
　　ならない」とのべているが，これは，この公教育に当初から政治的意図があったこ
　　とを示すものである。　（池田清r政治家の旧来二一ジョセブ・チェンバレンとケア・
　　ハーディー』1962年，14ページ参照）。
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い。
　従来イギリスの間接税は，蒸溜酒・ビール（麦芽）などアルコール飲料か
らの税収がその圧倒的部分を占めてきた。たとえば1873年では，蒸溜酒税が
19．9百万ポンド，麦芽税が7．8百万ポンドで，両者で全問接税収入の60％近
くにたつしている（第7表）。　自由主義段階において，闘接税の多数の課税
品目が廃止きれたにもかかわらずその税収がよく維持されえたのも，蒸溜酒
やビールの消費が順調にのび，その税収が増進しつづけたことによるところ
第6表　国家収入とその内訳（1873～93年） （百万ポンド）
総額関税四二地炉税相続税1その他1国踊得
i873
1878
1883
1888
！893
　75．5
（100．0）
　81．2
（107．5）
　86．2
ai4．2）　’
　89．9
（l19．1）
　98．4
（130．3）
　20．3
（IOO．O）
　20．3
（100．0）
　工9．7
（9フ．0）
　20．1
（99．0）
　20．0
（98．5）
　27．2
（100．0）
　27．4
（100，7）
　27，0
（99．3）
　25．6
（94．1）
　29．8
（109．6）
　5．7
（LOO．O）
　8．7
（135ユ）
　IO．7
（187．7）
　12，7
（222．8）
　15．2
（266．7）
　5．5
（100．0）
　5．6
（IOI．8）
　7．4
（134．5）
　8．0
（145．5）
　9．9
（178．0）
　16．8
（100．0）
　19．2
（l14．3）
　21．4
（127．4）
　23．5
（139．9）
　23．6
（139．9）
L，149
（100．0）
1，069
（　92．2）
1，153
（IOO．3）
1，259
（109．6）
1，339
（1エ6．5）
1）　年次は翌年3月31日に終る1年。
2）　「その他」は印紙税，地租，アセスド・タックス，郵便・電信収入からなる。
3）Mitche11　and　Deane，　op．　cit．，　pp．393－4より作成。
第7表　間接税主要課税品目の税収 （百万ポンド）
総額．撫酒障芽ピー・レタバ・1茶1詑州・r・操物
1873
1878
1883
1888
1893
47．4
47．4
46．7
45．S
44．9
19．9
19．フ
18．4
17．2
L9．3
7．8
7．7
8．6
8．8
9．5
フ．3
8．S
9．0
8．9
10．1
3．2
4．2
4．3
4．6
3．6
?????? O．2
0．2’
O．2
0．2
0．2
O，5
0．5
0．5
0．6
0．4
1）年次は翌年3月3i日に終る1年。
2）Local　Taxation　Accountsへの払込分をふくまない。
3）　Statistical　Abstract　for　the　United　Kingdom，　No．35，　P．16，　No，47，　P。12　よ
　　り作成。
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が大きい。　ところがこうした傾向は，　「大不況」期に入ると変化しはじめ
た。1873年から93年までの20・年閣に，蒸溜酒の1人あたり年消費量は1．23ガ
ロンから0．98ガロンへと低下し，　ビールのそれは33．3ガロンから29．59ガロ
　　　　　　　　（1）ンに減少している。　しかもこれは，実質賃銀の低下の結果では決してなかっ
た。実質賃銀は平均的には低下するどころか，生活資料価格の低落のおかげ
　　　　　　　　　　（2）で大いに上昇している。むしろアルコール飲料消費蚤の減退は，この時期に，
はじまる労働者階級の消費生活パターンの大きな変化の一つの現われであ
（3）　c，a）り，のちにもつと顕著となる傾向の先触れであったのである。　この点は，その後長期にわたってアルコール飲料税収入の増加を制約する要因となるもの
として注意しておかねばならない。
　アルコール飲料を別とすると，当時多少とも注目に値する税収をあげてい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）た品目は，茶とタバコである。茶の消費はこの時期にも増進をつづけたが，
その税率はすでに自由主義段階末期までに大幅に軽減されてお帆　そのうえ
（1）　Denyer，　C．　H．，　The　Consumption　of　Tea　and　other　Staple　Drinks　（The
　　Economic　Journal，　vol．3，　1893，，　p，BO）　；　Mallet，　B．，　British　Budgets　1887－
　　i913，　1913，　p．480．
（2）1876年からユ900年ごろまでのあいだに，イギリス労働者の平均実質賃銀はおよそt／3
　　上昇したというのが通説である。たとえばHobsbaum，　oP．　cit．，　P．133参照。
（3）19世紀末の30年間に，イギリス労働者階級の消費生活に画期的な変化がおこった。
　　動物性蛋白や果物の消費がのび，ミシン・自転車など，比較的安価な耐久消費財が
　　賦払いの力を借りて普及しはじめ，ミュージック・ホールやフット・ボールが人気
　　を呼ぶようになった。こうして，今世紀の中ばまで続く生活パターンの原型がこの
　　時期に形づくられた。ホブズボームは「1870年と1900年のあいだに，エ950年代の作
　　家や劇作家やテレビ・プUデューサーたちがく伝統的〉と考えたイギリ．ス労働者階
　　級のあの生活パターンが存在するようになった」と指摘する（cf．　Hobsbaum，　op．．
　　cit．，　pp．　133一　7　）　e
（4）ユ900年からユ950年までのあいだに，イギリスにおけるアル『一ル飲料への消費支出
　　額は，1958年価格でいって，1，894百万ポンドから816百万ポンドに低下している
　　（The　British　Economy：　Key　Statistics　1900一一1966，　published　for　the　London，
　　and　Cambridge　Economic　Service，　p．10）。その間の価格の上昇や人ロの増加を
　　考慮にいれれば，1人あたりのアルコール飲料消費ははるかに大きな率で減少して
　　いるはずである。筆者の別の資料による試算では，蒸溜酒の1人あだり消費量は．
　　1875年から1950年までのあいだに，およそ翰6に減少したことになる。
（5）　Denyer，　op．　cit．　p．50．
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さらに1890年には，労働者階級の「税ぬきの朝飯」“free　breakfast．table”の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）要求にこたえてそのいっそうの引下げがおこなわれている。そのためその税
収も，比較的低い水準にとどまった。　タバコだけは消費も税収も順調にのび
つづけたが，　これだけでは間接税収入全体の動向を左右しうると・いうもので
はなかったのである。こうして既存の税制を前提するかぎり，イギリス間接
税収入の伸び悩みは不可避的であった。
　もちろんこれにたいしでは，従来の問接税制を改革し，一その税収を蝉力的
たらしめようとする動きがなかったわけではない。そのさい，たとえば茶税
率の引上げは，労働者階級の抵抗によって困難であり，また，すでに自由主
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）義段階までにきわめて高率となっていたアルコール飲料やタバコの税率をさ
らにひきあげることも，その効果に疑問があったので，この動きは当然，課
税品目の拡大という方向をとるほかはなかった。1880年代後半の時点で，
「課税の基礎bas三s　of　taxationが極度に狭隙である」という不満をくりか
えし披嘉し，その拡大を示唆しつづけた保守党政府の蔵相ゴッシェンの主張
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）は，まきにこうした方向を代表するものにほかならない。　しかし「課税基礎
の拡大」のためには当然，自由貿易政策がらの背離が必要となる。　自由貿易
政策が維持きれるかぎり，そのための余地はほとんどない。その国際金融の
中心地た：る地位によって，そしてまた，自国の輸入制限がその輸出をも制限
する結果となるという当時のイギリスを申心とした国際貿易・決済構造の多
　　　　　（9）角性のために，　自由貿易政策を維持するはかなかったイギリスにとっては，
この方向もまた現実性をもちうるものではなかったのである。
　要するに，消費構造の変化，労働者階級の政治的発言力の増大，　自由貿易
（6）1890年に，茶税率は1870年代いらいの1封度あたり6ペンスから4ペンスへひきさ
　　げられた（Statistical　Abstract　for　the　United　Kingdom，　No。37，　p．26）。
（フ）拙稿「イギリス自由主義租税政策の展開口」　（『法経学会雑誌』16巻3号，フOAO　一
　　ジ）参照。
（8）　Cf．　Mallet，　oP．　cit．，　PP．2－3，ユ2　and　22．
（g）　Cf．　Saul，　S．　B．，　Studies　in　British　Overseas　Trade　！870－1914，　1960，　chap．
　　m．
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第8表　1ポンドあたり所得税率の推移
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　　政策の維持などの諸条件が
年度陣郵年度税率
1874’v75
1876’w77
1878一・79
　1880
　1881
　1882
??????? ?』?〔 　1883
　1884
1gg5N86
　1887
1888N92
　1893
???????
“’@Mi’tchel’i”hfi6　De‘arie，　op．　cit．，　p．42s・
前提きれねばならないかぎ
り，イギリス間接税収入の
停滞は必然であり，不可避
であった。しかも当時，間
接税は，イギリスの税収全
体に圧倒的ウェイトをもつ
ものであったから，その停
滞はすなわち，税収全体の増伸を大きく制約することになったのである。
　きて，こうした間接税収入の停滞と，他方すでにみたような経費の顕著な
膨脹は，必然的に財政的困難を増大させ，それを打開するための方策を必要
にするが，当面そのための方策として利用されてきたのは所得税の増徴であ
った。こうして所得税は，1870年代後半以降増税をかさねられ，70年代中期
には1ポンドあたり2ペンスであった税率は，第8表にあるように上昇し
て，80年回申期以降は6ペンスないし8ペンスがむしろ常態となるにいたっ
ている。だがその増徴も，決して円滑におこなわれえたわけではなかった。
　ポール・アインツィヒP．Einzigは1959年の著書のなかで，　「〔今日にお
ける1ポンドあたり〕8シリング6ペンスないし9シリング6ペンスの標準
税率と，18シリング6ペンスないし19シリング6ペンスの最高税率がひきお
こす抵抗も，19世紀末の数十年問に7ペンスないし8ペンスの標準税率がひ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）きおこした抵抗にくらべればずっと小さい」と書いている。　8ペンスという
税率は，現在の水準からすればもちろんきわめて低い税率でしかない。それ
にもかかわらず，今日の所得税よりはるかに強い抵抗をひきおこしたという
のである。8ペンスの所得税が高すぎるという見解は，当時の政治指導層も
これを共有しており，たとえばグラッドストンは1887年に，「わが8ペンス
の所得税は，今日のa”とき時代にあっては恥ずべき高率の所得税である」　と
（IO）　Einzig，　P．，　The　Control　of　the　Purse，　1959，　pp．216－7．
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　　　　（11）
のべている。
　われわれはいまここで，当時なぜ8ペンスの所得税がそれほどの抵抗をひ
きおこしたかを詳らかにする余裕をもたない。　しかしおそらく確かなこと
は，それが相続税問題と決して無関係ではなかったということである。すな
わち，すでにみたような相続税負担の不均衡を放置したままで所得税の増徴
をかきねることにたいする所得税納税者の強い反感が，所得税への抵抗を強
　　　　　　　　　　　（12）めていたといえるのである。　したがってさらに所得税を増徴するにしても，
まず必要なことは相続税の改革であり，その負担の不均衡の除去であった。
増大する財政的困難の打開は，相続税制の抜本的改革を措いてはなかったと
いってよいのである。しかしここでさらに注意を要するのは，この時点では
すでに改革は，異種財産問の負担不均衡の除去だけではすまなくなっていた
ことである。
　所得や財産額が増加するにつれて租税の負担率も増大させるべきだとする
累進制の原則は，19世紀中葉まではむしろ非難と攻撃の対象でしがなかっ
た。1861年の所得税特別委員会Select　Committe60n　Income　and　Property
Taxの委員長をし，当時の租税理念の形成に指導的役割をはたしたハバード
J．C．　Hubbardは，同委員会へ提出した「覚書」のなかで，累進制は「社会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）主義の誤謬」であり，「財産権の破壊」であるとのべてこれを排撃している。
しかし19世紀末までに，これについての見解は大きく転換し，累進制は世論
　　　　　　　　　　　　　　（14）の広範な支持をえたばかりでなく，既成政党の公認の課税原則の一部にまで
　　　　　　（15）なるにいたった。これは，反体制的勢力の増大に対処し，社会主義思想の蔓
（ll）　lbid．，　p．215．
（12）この点については，Haensel，　P．，　Die　Erbschaftssteuer　in‘　England，　ein　Beitrag
　　zur　（lleschichte　der　englischen　Finanzen　（Finanzarchiv，　25．　Jg・，　1908）　，　SS．
　　86ff．を参照。
（13）　Report　from　the　Select　Committee　on　lncome　and　Property　Tax，　1961，　p．
　　283．
（14）　Cf．　Shehab，　F．，’Progressive　Taxation，　1953，　chap．　X［．
（i5）バー一一コートは1894年に，「累進制はいまや自由党の公認綱領の一部である」とのべ
　　　ている（cited　in：Shehab，　op．　cjt．，　P．！9フ）。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハーコートの相続税改革（工）　23ワ
延を防止し，さらには現体制への支持強化をはかるという考慮をはらいつ
つ，税収の多額の増加を実現しようとするならば，課税においてもまた社会
政策的配慮が不可欠であったことを示すものであろう。
　要するに，相続税についての負担の不均衡を一掃するばかりでなく，あら
たに累進制を導入することが，この時期のイギリス税制に強く要請されつつ
あったことが，以上にのべたことから分るであろう。この二つの課題に一挙
にこたえるべく提案されたものこそが，ハーコートの相続税改革案にほかな
らなかったのである。
一　125　一
